
2024年3月から5月にかけて、上川外務大臣（当時）
の下で開発のための新しい資金動員に関する有識者会議が
全3回開催され、7月には同会議においてまとめられた提
言「サステナブルな未来への貢献と成長の好循環の創造に
向けて」注1が、同大臣に提出されました。
本コラムでは、同会議の座長である大野泉政策研究大学
院大学名誉教授と、同委員金子忠裕株式会社三井住友銀行
理事から、有識者会議の議論・提言も踏まえて、今後の
ODAの展望について寄稿いただきました。

■ 政策研究大学院大学名誉教授　大野　泉
日本は70年余にわたり、

ODAにより、開発途上国の
経済発展や人材育成に大きく
貢献してきた。戦後、平和国
家として再出発した日本が、
非軍事的な開発協力を通じて、
国際社会で広く信頼を築いて
きた点は特筆に値する。
非西洋の後発国だった日本

は、開発を「学ぶ側」と「伝える側」の二重の経験をも
つ。この経験に基づき、日本の開発協力は相手国の固有性
と主体性（オーナーシップ）を尊重し、人間中心のアプ
ローチをとり、現場に寄り添った支援を重視してきた。こ
の姿勢を評価する開発途上国政府・組織や人々は多い。
同時に、国際開発の環境は大きく変化しており、「援助
から共創の時代へ」と開発協力の発想転換が求められてい
る。背景には、（1）開発課題が複雑化し、先進国と開発
途上国が共に学び合い課題解決に取り組む必要があるこ
と、（2）開発途上国への民間資金がODAを上回る規模に
なり、持続可能な社会構築のために官民が協働するチャン
スが広がっていること、（3）ODA卒業国や新興国パート
ナーとの連携が重要になっていること、（4）少子高齢化
により、外国人材との共生を含む国際協力の現場が日本国
内にも広がっていること等がある。
特に民間セクターでは、ESG（環境・社会・ガバナン
ス）を重視したサステナブルファイナンスが拡大してい
る。ODAが触媒となり多様なアクターが連携し、地球規
模課題の解決や途上国開発につながる民間投資を促すエコ
システム構築が鍵となる。日本の開発協力が、従来の良い

点は維持・強化しつつ、「共創」の時代に適した仕組みへ
モデルチェンジしていくことを期待したい。

■ 株式会社三井住友銀行理事　金子　忠裕
近年、気候変動の影響が深刻

化する中、持続可能な社会への
貢献が企業の責務とされ、先進
国を中心にサステナブルファイ
ナンスが大幅に増加している。
しかし、開発途上国では政情不
安や信用力の課題、プロジェク
ト推進の主体不足等により、民
間資金の提供が難しい状況であ
る。気候変動や生物多様性の問題解決には、開発途上国へ
の資金提供と支援が不可欠であり、ODAが果たす役割が
重要である。
開発のための新しい資金動員に関する有識者会議では、

ODAとサステナブルファイナンスの連携強化により、持
続可能な未来のために協働できる可能性について議論され
た。ODAを触媒として、多様な主体が連携し、民間企業
や投資家の投資活動が途上国の開発につながるエコシステ
ムを構築することを目指し、ODAによるリスクテイクの
強化などの具体的な提言が行われた。
株式会社三井住友銀行（SMBC）はJICAと共同で

「SMBC-JICAサステナブルファイナンスフレームワーク」
を策定し、リスクの分散によるリスクテイクの強化を図っ
ている。本枠組みにより、カンボジアでの農業セクターに
おける金融アクセスの改善事業や南アフリカでの再生エネ
ルギー等のインフラプロジェクトの導入支援を行った。
今後、ODAとサステナブルファイナンスの連携による

具体的なプロジェクト実績を積み重ねることが重要であ
る。日本政府が推進する「アジア・ゼロエミッション共同
体（AZEC）」注2の枠組みなども活用し、オールジャパン
で取り組み、持続可能な未来への貢献と日本の成長の好循
環、持続可能な社会の実現に向けた具体的なアクションが
推進されることを期待している。

注1	 提言「サステナブルな未来への貢献と成長の好循環の創造に向けて」　	
https://www.mofa.go.jp/mofaj/files/100697332.pdf

注2	 64ページの第Ⅲ部3（1）を参照。

時代に即した開発のための新しい資金動員の在り方

11開発協力トピックス開発協力トピックス

https://www.mofa.go.jp/mofaj/files/100697332.pdf


2025年に国連は創設80周年を迎えますが、国際社会
は、貧困や気候変動、感染症を始めとする複合的危機に直
面しています。持続可能な開発目標（SDGs）の達成に向
け、さらなる進捗への取組を実施していくことが必要であ
り、国際社会は、分断と対立を乗り越え、一層協調し、諸
課題に取り組まなければなりません。

2020年9月、国連創設75周年記念宣言において、国
連加盟国はグローバル・ガバナンスの強化を誓うととも
に、国連事務総長に対し、諸課題に対応するための提案を
報告するよう要請しました。これを受け、2021年9月、
国連事務総長から、未来サミットの開催の提案を含む包括
的な提言「我々のコモンアジェンダ（Our Common 
Agenda）」が提出され、2023年9月に開催された未来
サミット閣僚級準備会合に、上川外務大臣（当時）が出席
しました。

2024年9月22日・23日、第79回国連総会において、
国連に対する信頼を回復し、国際協調により、SDGsの達
成や新たな課題に効果的に対応すべく、未来サミットが開
催されました。同サミットでは、現在と未来の世代のニー
ズと利益を守るため、「持続可能な開発および開発資金」、

「国際の平和と安全」、「科学技術・イノベーションおよび
デジタル協力」、「若者（ユース）および未来世代」、「グ
ローバル・ガバナンスの変革」の5つの章の下、56の行
動をとることを表明した成果文書「未来のための約束

（The Pact for the Future）」が採択されました。特に、
開発の文脈では、「持続可能な開発のための2030アジェ

ンダ」注1を実施し、SDGsを達成し、誰一人取り残さない
ために、大胆で、野心的で、加速された、公正で変革的な
行動をとること、貧困を撲滅し、信頼と社会的結束を強化
するため人への投資を行うこと、ジェンダー平等と女性・
女児のエンパワーメントをSDGs全体の進捗に対する重要
な貢献として実現することなどが記載されました。

また、未来サミットにおいて、岸田総理大臣（当時）
は、平和で自由で豊かな世界の未来に向けて、「法の支配」、

「人間の尊厳」、「人への投資」、「核軍縮・不拡散」および
「国連安全保障理事会（安保理）改革」の重要性を強調し、
国際社会が責任を共有し、多国間主義の下に結集するよう
呼びかけました。

地球規模課題に効果的に対処するためには、安保理改革
を含む国連の機能強化とグローバル・ガバナンス改革が急
務です。日本は、今後数十年を見据え、国連を中核に置い
た強く実効的な多国間主義を強化する機会として、法の支
配を推進し、人間の安全保障の理念の下、人道・開発・平
和の連携（HDPネクサス）に留意しつつ、全ての国際協
力の出発点である「人間の尊厳」、そして「持続可能な開
発のための2030アジェンダ」の「誰一人取り残さない」
との精神の達成に向け、開発協力を推進していきます。ま
た、国際社会と協調しつつ、SDGsの包括的な達成および
それ以降に向けた取組に積極的に貢献していきます。

注1	 36ページの用語解説を参照。

未来サミット
～�持続可能な開発のための2030アジェンダ達成と�
未来の世代に向けた「未来のための約束」～
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未来サミットで演説する岸田総理大臣（当時）（写真：内閣広報室） 未来サミット閣僚級準備会合で演説する上川外務大臣（当時）



2024年7月16日から18日、
第10回太平洋・島サミット

（The 10th Pacific Islands 
Leaders Meeting：PALM10）
が東京で開催されました。太
平洋・島サミットは1997年か
ら3年に一度開かれている首脳
会議です。太平洋の島嶼

しょ
国が

直面する様々な問題について
首脳レベルで率直に意見交換
を行い、地域の安定と繁栄に
貢献するとともに、日本と太
平洋島嶼国のパートナーシッ
プを強化することを目的としています。PALM10では日
本とクック諸島が共同議長を務め、16の太平洋島嶼国・
地域にオーストラリア、ニュージーランドを加えた19の
国と地域注1が参加しました。

PALM10では、地域を取り巻く変化を踏まえた議論が
行われ、共通の課題に取り組みながら、未来に向けて 

「共に歩む」関係が確認されました。その上で、太平洋諸
島フォーラム（PIF）注2が策定した「ブルーパシフィック
大陸のための2050年戦略」（2050年戦略）注3に沿い、

（1）政治的リーダーシップと地域主義、（2）人を中心に
据えた開発、（3）平和と安全保障、（4）資源と経済開発、

（5）気候変動と災害、（6）海洋と環境、（7）技術と連結
性の7つの重点協力分野を含む首脳宣言および付属文書で
ある「PALM10共同行動計画」が採択されました。共同
行動計画には、日本と太平洋島嶼国地域が、「2050年戦
略」が描く将来像の実現に向けて共に歩むべく、重点協力

7分野における今後3年間の具体的な行動が記載されてい
ます。

このうち気候変動分野について、日本は、日本の技術・
ノウハウ・資金を総動員したオールジャパンの取組である

「太平洋気候強靱
じん

化イニシアティブ」を表明しました。太
平洋島嶼国は、サイクロンなどの自然災害に見舞われやす
く、気候変動の影響を受けやすいため、例えばフィジーで
は災害復旧スタンド・バイ借款や、準天頂衛星システム

「みちびき」の災害危機管理通報サービスの実証等により、
シームレスな防災体制の構築を後押ししています。

また、インフラや施設整備等のハード面の協力だけでな
く、専門家やJICA海外協力隊員等のソフト面の支援も組
み合わせて、太平洋島嶼国の課題に寄り添った協力を実施
しています。例えば、ソロモン諸島では、持続的森林資源
管理アドバイザーを派遣し、無償資金協力で供与した製材
機材を活用しつつ、JICA海外協力隊とも連携し、森林研
究省職員の能力向上および住民主導型森林経営モデルの普
及を行っています。

このような協力を通じて、日本と太平洋島嶼国は信頼と
キズナに基づくパートナーシップをさらに強化していきま
す。

注1	 日本、クック諸島、ミクロネシア連邦、フィジー、キリバス、ナウル、
ニウエ、パラオ、パプアニューギニア、マーシャル諸島、サモア、ソロ
モン諸島、トンガ、ツバル、バヌアツ、フランス領ポリネシア、ニュー
カレドニア、オーストラリアおよびニュージーランド。

注2	 98ページの注14を参照。
注3	 98ページの第IV部3を参照。

PALM10首脳会合に参加する岸田総理大臣（当時）と各国・地域出席者（写真：内閣広報室）

ソロモン諸島での持続的森林資源管理能力強化に関する技術協力にお
いて実施した、森林資源管理および簡易製材機の安全研修の様子（写
真：JICA）

第10回太平洋・島サミット（PALM10）の開催と 
太平洋地域への日本の開発協力
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2024年は、ブラジルがG20、ペルーがAPECの議長を
務めるなど、中南米に世界の注目が集まる「中南米イヤー」
でした。
中南米諸国の多くは、自由、民主主義、法の支配、人権
などの価値や原則を共有する重要なパートナーであり、国
際社会において法の支配に基づく自由で開かれた国際秩序
が深刻な挑戦を受けている中で、こうした中南米諸国との
連携がますます重要となっています。また、約6.6億人の
人口と約7兆ドルの域内総生産を有する中南米地域は、大
きな経済的潜在力を有するだけでなく、脱炭素化のために
重要な鉱物資源やエネルギー、食料資源を豊富に有してお
り、サプライチェーン強靭

じん
化や経済安全保障の観点からも

重要性が増大しています。さらに、日本と中南米には、歴
史的に培った信頼と友好関係に加えて、約310万人の世
界最大の日系社会を介した特別な絆

きずな
が存在します。

「中南米イヤー」である2024年、こうした中南米地域
の重要性も踏まえ、日本はハイレベルによる訪問を含め、
中南米との連携を強化してきました。
2月、上川外務大臣（当時）はパナマを訪問し、これま
での中南米外交の理念や実績、培った信頼を基盤に、新た
に「中南米外交イニシアティブ」を発表しました。本イニ
シアティブでは、二国間および国際場裡

り
での従来の外交上

の取組に、今日の国際社会で重要性を増すテーマや日本独
自の切り口を横串として通すことで、中南米諸国との新た
な連携を積み上げ、育てていくことを目指しています。
「中南米外交イニシアティブ」を具現化するための取組
として、日本は様々な協力を実施しています。開発協力の

取組としては、3月、上川外務大臣（当時）が訪日中のグ
ロッシー国際原子力機関（IAEA）事務局長との間で、「中
南米外交イニシアティブ」の下、原子力の平和的利用分野
において連携・協力していくことで一致しました。これに
基づき、9月に両者に加えてレイナ・ホンジュラス外務大
臣との三者間で、ホンジュラスの医療分野（放射線治療）
における三者協力に関する意図表明書の持ち回りでの署名
が完了しました。今後、日本とIAEAが、がん死亡率の改
善に取り組むホンジュラスにおいて、放射線治療の拡充に
貢献することが期待されます。
また、「中南米外交イニシアティブ」では、日本と中南

米との連携分野の一つとして「海洋」に関する協力に光を
当てています。2024年は「日・カリブ交流年」であり、
日本は2月に、ジャマイカに対して海洋調査船を供与する
無償資金協力を決定しました。近年ジャマイカでは、漁獲
量が減少し、水産・漁業分野、ひいては経済が多大な影響
を受けていることから、日本から調査船を供与すること
で、気候変動が海洋生態系に与える影響を把握し、持続的
な形での資源管理や水産漁業開発につながることが期待さ
れます。
日本はこれからも、国際社会において重要性を増す分野

における中南米諸国との連携を強化しつつ、多様なネット
ワーキングを駆使した外交により、歴史的に強固な二国間
関係を強化していきます。

中南米外交イニシアティブ
～中南米イヤーにおける日本の開発協力の取組～
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コルティソ・パナマ大統領（当時）を表敬する上川外務大臣（当時）

ホンジュラスの医療分野における三者協力に関する署名済みの意図表
明書を手にするレイナ・ホンジュラス外務大臣、グロッシーIAEA事
務局長、野口中南米局長（左から順に）



■ 開発協力の情報発信
2023年に実施した内閣府世論調査注1では、「今後の開

発協力のあり方」について、回答者の79.4％が「積極的
に進めるべきだ」または「現在程度でよい」と回答し、開
発協力に対して前向きな評価が示されました。こうした前
向きな日本国内の世論の背景には、持続可能な開発目標

（SDGs）に対する意識の高まりのほか、ロシアによるウ
クライナ侵略など国際社会が複合的危機に直面する中、災
害や感染症など世界的な課題に対して各国が協力して助け
合う必要がある、開発協力はエネルギー資源などの安定供
給の確保に資する、国際社会での日本への信頼を高める必
要がある、そして開発協力は日本の外交政策を戦略的に進
める上での重要な手段であるという理解が広がっているこ
となどが挙げられます。

本コラムでは、こうした開発協力の意義についての外務
省による情報発信・政策広報の試みをいくつか紹介します。

■ 国際協力70周年記念事業
2024年は、日本がODAを開始してから70年の節目

に当たります。外務省では、この節目の年を、これまで
ODAが果たした役割を振り返りつつ、これからの国際協
力の在り方について幅広く国民の皆様と考える機会とする
べく、JICA等関係機関と連携し、3月に国際協力70周年
記念キックオフ・イベント in Kobe、5月に国際協力ミラ
イ会議、9月にグローバルフェスタJAPAN2024、12月
に国際協力70周年記念シンポジウムなど、各種の記念事
業を実施しました。

12月17日に国連大学で行われた国際協力70周年記念シンポジウム
の様子

■ テレビドラマ
外務省は、幅広い層に届くよう、知名度の高い出演者を

活用した広報コンテンツの制作にも取り組んでいます。
その一つとして、タレントで作家の又

また
吉
よし

直樹氏をナビ
ゲーターとし、外務省国際協力局や国際協力の現場を舞台
としたテレビドラマ「ファーストステップ」シリーズを発
信してきました。2024年には、シリーズ第3弾として、
カンボジアへの地雷除去支援をテーマとし、争いのない平
和な世界を願う青年が様々な人々との交流の中で成長する
姿を描いた物語「ファーストステップ3　世界をつなぐ平
和への願い」を制作・発信しました。

外務省国際協力局や開発協力の現場を舞台にしたテレビドラマ第3
弾「ファーストステップ3　世界をつなぐ平和への願い」

■ 鷹の爪団の　行け！ODAマン
外務省のODAキャラクターとして、7年目を迎えた

ODAマン（150ページの第V部4（2）も参照）も、世
界で役立つ日本のODAを知ってもらうために、様々な動
画を発信しています。2024年は国際協力70周年を振り
返り、ODAの意義を取り上げた「ODAマンが行く！国
際協力70周年の巻」や、「日本とトルコ100年の歩みの
巻」「SATREPS注2の巻」の3作品を公開しました。

鷹の爪団の　行け！ODAマン

ODA広報
～ODAをもっと身近に感じてもらうために～

55開発協力トピックス開発協力トピックス
■ グローバルフェスタJAPAN2024

2024年9月28日・
29日に国際協力イベ
ント「グローバルフェ
ス タJAPAN2024」
を開催しました。33
回目となる今回は、

「 国 際 協 力70年、 と
もに未来へ」をテーマに、国際協力に携わる様々な団体

（NGO、NPO、国際機関、企業、大学等）や日本に駐在
する各国の大使館など約200団体によるブース展示を始
め、多彩なゲストが登壇するステージプログラムや体験
ワークショップが実施され、屋外会場には様々な国の食事
や文化が楽しめる飲食・物販ブース等を配置しました。会
場への参加とオンライン配信視聴を合わせ、前年を大きく
上回る約7.4万人の参加を得ました。

外務省は、オープニ
ングセレモニーを始め
とし、オファー型協
力注3をODAマ ン が
わかりやすく解説する
ステージや、中小企業
の海外展開に向けた
ODAの活用をテーマ
としたステージプログラム、身近な食材にもODAが関係
していることを紹介するクイズステージ、カンボジアでの
地雷除去と復興支援の最前線で活躍する方々のトークセッ
ションを実施しました。また、恒例となる外務省フォトコ
ンテストの授賞式も行いました注4。「みんなが輝く世界 
for the First Step!」をテーマにした今回のコンテストに
は、笑顔のあふれる作品が多く寄せられ、応募作品350
点の中から、受賞作品を選びました。このほかのプログラ
ムとして、外務省国際機関人事センターによる国際機関

キャリアセミナー、
外 務 省 国 際 協 力 局
NGO協力推進室と
NGO団体の関係者
が参加した国際協力
NGOの活動報告等
を行いました。結果
は、ODAホームペー
ジ の 開 催 報 告注5を
ご覧ください。

■ ODAメールマガジン、ODA広報X
外務省ではODAメールマガジンを月1回発行し、ホー

ムページにも掲載しています。また、SNSのXでも、
ODAについての情報を発信しています。2024年12月時
点で、メールマガジンの登録者数は約2万人、Xのフォロ
ワーは1.3万人を超えています。

外務省/ODA X ODAメールマガジン

国際協力70周年記念キービジュアル

注1	 2023年9月から10月、内閣府が調査機関に委託し、日本全国の18歳
以上の日本国籍を有する3,000人を対象に郵送法で令和5年度外交に
関する世論調査が行われた（内閣府世論調査　https://survey.gov-
online.go.jp/r05/r05-gaiko/）。

注２	 43ページの用語解説を参照。
注3	 12ページの第Ⅰ部2（2）および145ページの第V部2（2）を参照。
注4	 外務省フォトコンテスト「みんなが輝く世界 for the First Step!」開催

報告　https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/press/event/
pagew_001313_00001.html

	 フォトコンテストの応募写真はviページ写真特集（1）も参照。
注5	 グローバルフェスタJAPAN2024開催報告　https://www.mofa.go.

jp/mofaj/gaiko/oda/press/event/pagew_000001_00233.html

グローバルフェスタJAPAN2024オー
プニングセレモニーで挨拶する穂坂外
務大臣政務官（当時）

「世界をつなぐ平和への願い　地雷除去
支援でミライを紡ぐ」のステージの様子

日本駐在の大使館、国際機関やNGO等
の展示が行われたロビーギャラリーの様
子。外務省も出展し、世界で役立つ日本
のODAをわかりやすく伝えた。

https://survey.gov-online.go.jp/r05/r05-gaiko/
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https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/press/event/pagew_001313_00001.html
https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/press/event/pagew_001313_00001.html
https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/press/event/pagew_000001_00233.html
https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/press/event/pagew_000001_00233.html

